
 

 

令 和 ６ 年 ３ 月 １ １ 日 

国土交通省九州地方整備局 

遠 賀 川 河 川 事 務 所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠賀川河口域の不法係留船舶の撤去対策については、平成２３年度から国土交通省

九州地方整備局長と福岡県知事との連名で「重点的撤去区域」を順次設定し、進めて

いるところです。 

これまで、「第 4 期重点的撤去区域」により西川全域を指定し、対策を進めてきた結

果、対策開始前の平成 22 年には 775 隻あった不法係留船が、令和 5 年 10 月時点で

131 隻まで減少しています。 

この度、不法係留船対策の更なる推進のため、遠賀川本川（国管理）及び江川（県

管理）にかかる第５期重点的撤去区域の設定を、国土交通省九州地方整備局長と福岡

県知事との連名で、本日公示し、同年４月１日から対策を開始します。なお、公示内

容等につきましては、別添資料をご覧ください。 

 
記 

 

1. 公示日  令和６年３月１１日  

2. 公示文掲示場所 

・九州地方整備局（福岡市博多区博多駅東 2-10-7 福岡第２合同庁舎） 

・遠賀川河川事務所（直方市溝堀１-１-１） 

・福岡県庁（福岡市博多区東公園７-７） 

・福岡県 北九州県土整備事務所（北九州市八幡西区則松３-７-１八幡総合庁舎） 

           

  ※遠賀川河川事務所（占用調整課）、福岡県県土整備部河川管理課、福岡県北九州

県土整備事務所において、関係図書を縦覧に供します。 

 

 

【問合せ先】 国土交通省 九州地方整備局 遠賀川河川事務所 

副所長    田島 二仁（内線 205） 

占用調整課長 山崎 達郎（内線 341） 

        電話：0949-22-1830（代表）  FAX：0949-23-3487 

令和６年４月１日から遠賀川河口域における 

更なる不法係留船対策を開始します 

～ ３月１１日に第５期重点的撤去区域の設定を公示 ～ 

89880331
テキストボックス
お知らせ



 

 

 

～ 参 考 ～ 

① 遠賀川河口域利用対策協議会とは 

平成１０年度に発出された、国土交通省 河川局長（現在：水管理・国土保全局長） 

通達「計画的な不法係留船対策の促進について」を踏まえ、行政手続きに則り設置され

た協議会。メンバーは、学識経験者・地元自治体代表・警察・河川管理者（国・県）で

構成されている。 

この協議会からの助言を受け、河川管理者が不法係留船対策に係る計画を推進するこ

ととしている。 

 －開催経緯－ 

   第１回 平成２２年 9 月 16 日  第２回 平成２３年 １月２６日 

   第３回 平成２４年 2 月１７日  第４回 平成２５年 １月２３日 

   第５回 平成２６年 8 月  ８日     第６回 平成２８年 ４月２６日 

   第７回 平成３０年 ７月２４日  第８回 令和 元年 12 月１９日 

   第９回 令和 ６年 １月２５日 

 

② 遠賀川下流部利用者会議とは 

上記で設けられた遠賀川河口域利用対策協議会には、地元住民や水面利用者が含まれ

ないことから、地域の意見を聴く仕組みとして、遠賀川下流部利用者会議を設置。 

 －開催経緯－ 

   第１回 平成２２年 11 月 25 日  第２回 平成２３年 12 月１５日 

   第３回 平成２４年 11 月２９日  第４回 平成２６年 6 月 20 日 

   第５回 平成２８年 ３月 ９日  第６回 平成３０年 ５月２９日 

   第７回 令和 元年 10 月２９日  第８回 令和 ５年１１月２２日 
 

③ 重点的撤去区域とは 

①記載の通達に示された考え方で、周辺環境の維持と治水の安全を確保するため、重

点的に船舶の係留規制（強制撤去等）をしていく区域のことで、遠賀川河口域では５期

に分かれております。 

この度設定する第５期重点的撤去区域は、本計画に定めている最後の重点的撤去区域

であり、現在、近隣に新たな係留保管施設の整備が計画されている状況を踏まえ、係留

規則の取組をさらに推進するため、区域を設定する事を協議会等で承認され決定しまし

た。 

なお、河川区域に船舶を係留するには、河川法（２４条・２６条）の許可を得る必要

があります。しかし、遠賀川河口域では、治水面・環境面から基本的に船舶係留を許可

しておりません。（「遠賀川河口域利用対策協議会」において不法係留船対策に資すると

認められた陸上保管施設は除く） 

 

④ 除却（撤去）指示・強制撤去について 

重点的撤去区域では、船舶の係留規制（強制撤去等）が徹底されるため、河川法及び

行政代執行法に基づき、行政指導・除却（撤去）指示・監督処分・戒告等により自主撤

去を促し、それでも自主撤去されない場合は、代執行令等の手続を実施し、不法係留船

を強制撤去（代執行）していくこととなります。 

なお、代執行に要した費用については、船舶所有者に納付を命ずることとなり、行政

代執行法第６条第１項の規定に基づき、国税滞納処分の例により徴収することができま

す。 

別添 
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第５期重点的撤去区域 設定図
実施開始時期：令和６年４月１日

遠賀川河口堰

凡 例 対策開始

第１期重点的撤去区域
遠賀川 ： 砂浜（右岸）
西 川 ： 高水敷（両岸・遠賀川合流点～鹿児島本線鉄道橋上流100mまで）

平成２３年６月１日

第２期重点的撤去区域
西 川 ： 島津橋下流端から鹿児島本線鉄道橋上流100mまで
吉原川 ： 西川合流点から道管橋下流端まで
戸切川 ： 西川合流点から若松橋下流端まで

平成２４年４月１日

第３期重点的撤去区域 西 川 ： 新西川橋下流端から島津橋下流端まで 平成２５年４月１日

第４期重点的撤去区域
（その１）

西 川 ： 距離標1k000から新西川橋下流端まで 平成２６年１０月１日

第４期重点的撤去区域
（その２）

西 川 ： 距離標0k800から1k000まで 平成２８年７月１日

第４期重点的撤去区域
（その３）

西 川 ： 遠賀川合流点から0k800まで 令和２年２月１０日

第５期重点的撤去区域
遠賀川 ： 遠賀川河口から遠賀川河口堰下流端・芦屋唐戸水門下流端まで
江 川 ： 遠賀川合流点から鯨瀬防潮樋門・鯨瀬排水樋管・江川橋の各下流端まで

令和６年４月１日




